
厚生労働省 医薬・生活衛生局 水道課

未来投資会議 構造改革徹底推進会合
会議資料

平成２９年１１月９日（木）

０

資料３



４．公的サービス・資産の民間開放（PPP/PFIの活用拡大等）

（２）新たに講ずべき具体的施策

 「PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）」（平成29年６月９日民間資金等活用事業

推進会議決定。以下この節において「アクションプラン」という。）に掲げられた空港、水道、下水

道、道路、文教施設、公営住宅について、引き続きその進捗や数値目標の達成に努めるほか、

新たに掲げられたクルーズ船向け旅客ターミナル施設及びMICE施設についても数値目標の達

成に向けた取組を強化する必要がある。

（ii）成熟対応分野で講ずべき施策

 水道法の一部を改正する法律案の成立後、改正後の水道法に基づき、省令等に委任されてい

るものや、民間企業が水道事業の運営に関わることを前提にした料金原価の算定方法等に関

する事項について、関連する地方公共団体や民間企業、専門家の意見等を踏まえながら、必要

な措置を講ずる。

 水道事業において、先行案件を形成するために、公共施設等運営権方式の国内における成果

が確認される前に取り組む案件など一定のものに限って、交付金や補助金による措置等によっ

て、地方公共団体の新たな負担感を最大限なくす仕組みの導入について、平成28年度補正予

算の執行状況等も勘案しつつ検討する。

(iii)推進体制の整備・運用のための施策

 上下水道事業においては、一定の定義された範囲を超える物価変動が生じた場合には料金へ

の転嫁を可能とする仕組みとするため、本年内を目途に関係府省において物価変動の定義と

料金への転嫁に関する計算式を明らかにし、関連するマニュアルや許可基準の中に規定するな

ど、活用を徹底する仕組みを構築する。これを踏まえ、内閣府においてガイドラインを策定する。

未来投資戦略2017（抜粋）
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「未来投資戦略２０１７」の進捗状況（１）

進捗状況 地方自治体 備考

①
導入に向けた具体的調査
を実施中（水道施設の資
産調査等）

・宮城県
・浜松市
・伊豆の国市
・村田町

• 宮城県・浜松市・伊豆の国市は、今年度中に調査終了予定
• 新たに平成２９年９月から宮城県村田町が資産評価に着手

②
コンセッション導入のため
の条例案を策定

・大阪市

・奈良市

• 大阪市は、経営形態の見直しに慎重な意見が多く、議会で審議
未了、廃案

• 奈良市は、地元市民の理解が得られていないなどから、議会で
否決

• いずれも、今後、改正水道法に基づくコンセッション方式の導入
を検討する意向

③ コンセッション事業の開始 － －

地方公共団体におけるコンセッション方式の検討状況については、これまで資産評価（デューディリジェンス）に着
手する等のコンセッション事業の具体化に取り組んできた宮城県、浜松市等の5つの地方自治体に加え、新たに平
成29年９月から宮城県村田町が資産評価に着手した。引き続き、集中強化期間における数値目標の達成に向け
努力をしていく。
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【未来投資戦略2017（抄）】
・ 「PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）」（平成29年６月９日民間資金等活用事業推進会議決定。以
下この節において「アクションプラン」という。）に掲げられた空港、水道、下水道、道路、文教施設、公営住宅につい
て、引き続きその進捗や数値目標の達成に努めるほか、新たに掲げられたクルーズ船向け旅客ターミナル施設及
びMICE施設についても数値目標の達成に向けた取組を強化する必要がある。

【 PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版） （抄） 】
②水道
・ 集中強化期間を平成３０年度末まで伸ばし、次に掲げる措置等により、６件のコンセッション事業の具体化を目
標とする。



○先進事例及び国の取組の発表
・民間事業者の取組発表
管路更新事業における官民連携の導入に
ついて

水道事業の現状・課題・将来予測とソ
リューションの方向性

北海道地域における官民連携事例紹介／
官民連携の導入検討について

・厚生労働省、経済産業省の取組発表

○グループディスカッション

水道事業者は事業が有する課題、民間事業者
はそれぞれが有する水道に関する技術・事業内
容を発表し、ディスカッションする。

○フリーマッチング

民間事業者が、それぞれ希望する水道事業者
と自由に意見交換を行う。

【水道分野における官民連携推進協議会】
我が国の水道分野(水道事業及び工業用水道事業)が抱える様々な課題に対して、コンセッション方式
を含む官民連携の推進や広域化など多様な形態による運営基盤の強化を推進することが不可欠であ
る。そのため、厚生労働省と経済産業省が連携し、官民連携に一層取り組みやすい環境を整え、水道
事業者等と民間事業者との連携（マッチング）を促進することを目的とした「水道分野における官民連
携推進協議会」を全国各地において開催している。

グループディスカッション

開催実績

年度 開催実績

平成22年度 3回

平成23年度 3回

平成24年度 5回

平成25年度 4回

平成26年度 4回

平成27年度 4回

平成28年度 4回

平成29年度

第1回(8/21)：東京都
第2回(10/3)：北海道
第3回(12/15)：岡山県

(予定)
第4回( 2/9)：奈良県

(予定）

「未来投資戦略２０１７」の進捗状況（１）（続き）

平成29年度の実施内容例

※平成29年度参加実績
（第1回：20水道事業者、34民間事業者、88人）
（第2回：15水道事業者、28民間事業者、78人） 3

：既開催都道府県



「未来投資戦略２０１７」の進捗状況（２）
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○ 平成29年3月7日、地方公共団体が、水道事業者等としての位置付けを維持しつつ、厚生労働大
臣等の許可を受けて、水道施設に関する公共施設等運営権を民間事業者に設定できる仕組みを
導入することを含む水道法の一部を改正する法律案を国会に提出したが、審議に至らず、その後、
同年９月28日に衆議院が解散し、廃案となった。今後、国会へ再提出し、早期の成立を目指す。

○ 物価変動の定義と料金への転嫁に関する計算式について検討し、改正法の成立後、関連するマ
ニュアル等に規定していく。

【未来投資戦略2017 （抄） 】

・ 水道法の一部を改正する法律案の成立後、改正後の水道法に基づき、省令等に委任されている
ものや、民間企業が水道事業の運営に関わることを前提にした料金原価の算定方法等に関する事
項について、関連する地方公共団体や民間企業、専門家の意見等を踏まえながら、必要な措置を
講ずる。

・ 上下水道事業においては、一定の定義された範囲を超える物価変動が生じた場合には料金への
転嫁を可能とする仕組みとするため、本年内を目途に関係府省において物価変動の定義と料金へ
の転嫁に関する計算式を明らかにし、関連するマニュアルや許可基準の中に規定するなど、活用を
徹底する仕組みを構築する。これを踏まえ、内閣府においてガイドラインを策定する。

○ 先行してコンセッション方式の検討を進めている水道事業者等を支援できるよう平成30年度予
算編成過程において検討していく。

【未来投資戦略2017 （抄） 】

・水道事業において、先行案件を形成するために、公共施設等運営権方式の国内における成果が
確認される前に取り組む案件など一定のものに限って、交付金や補助金による措置等によって、地
方公共団体の新たな負担感を最大限なくす仕組みの導入について、平成28年度補正予算の執行
状況等も勘案しつつ検討する。
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